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大気科学の将来展望と若手研究者問題に関する第2回検討会 

東京海上研究所・ 
東京海上日動の現状に関するご紹介 
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本日お伝えしたいこと 

１．東京海上研究所・東京海上日動について 

２．東京海上グループの大気科学関連研究の取り組み 

３．東京海上研究所・東京海上日動の採用について 

４．大気科学の若手研究者の方へ 
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１．東京海上研究所・東京海上日動について 

東京海上日動は、お客様の信頼をあらゆる事業活動の原点におき、「安心と
安全」の提供を通じて、豊かて快適な社会生活と経済の発展に貢献します。 

•名   称 ：東京海上日動火災保険株式会社 
•所在地 ：東京都千代田区丸の内１－２－１ 
•資本金 ：１０１９億円 
•創 業 ：1８７９年８月 
•代表者 ：取締役社長 隅 修三 
•事業概要：損害保険業 ①保険の引受（火災保険・海上保険・傷害保険・自動車保険 
               ・自賠責保険・その他保険 以上各種保険の再保険） 
            ②資産の運用 
・正味収入保険料：1兆8,134億円（2008年度） 
・総資産 ：8兆4,134億円 
・従業員数：15,747人 
・営業拠点：国内125営業部・支店、504営業室・課・支社 
・損害サービス拠点：245カ所（国内） 
・代理店数：50,520店（国内） 

http://www.tokiomarine-nichido.co.jp/keiyakusyasama.html
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１．東京海上研究所・東京海上日動について 

•名   称：株式会社 東京海上研究所 
•所在地：東京都千代田区丸の内１－２－１ 東京海上日動ビル新館９Ｆ 
•資本金：3億円 
•設 立：1992年4月 
•役 員：取締役社長 隅  修三、常務取締役 三吉 輝正 等 
•事業概要： 
  保険にかかわる制度、事業等に関する調査・研究 
  国内外の経済、金融、政治、社会、産業、企業、科学技術等に関する調査・研究 
  前各項にかかわる各種講演会・セミナーの開催および各種図書・刊行物の出版 
  上記に関連する業務 

東京海上研究所は、保険を中核事業とする 
東京海上グループのシンクタンクです。 
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２．東京海上グループの大気科学関連研究の取り組み 
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東京海上 
グループの 

地球温暖化への 
対応 

地球温暖化防止（抑止）につなが
る保険／金融 商品・ｻｰﾋﾞｽの提供 

・ 地球温暖化ﾘｽｸに対応する商
品・ｻｰﾋﾞｽの開発 

・ 環境対策車割引による環境対策
の支援 

・ 自動車修理時の環境配慮 

地球温暖化に伴うﾘｽｸの顕在化に
対応する商品・ｻｰﾋﾞｽの提供 

・ 天候ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞによるﾘｽｸﾍｯｼﾞ
手段の提供 

産学連携による地球温暖化のﾘｽｸ研究 

・ 社外学術機関（東京大学、名古屋大
学）との連携による台風ﾘｽｸ研究 

・ 台風・ﾊﾘｹｰﾝなどの損害動向予測 
自社の事業活動に伴う環境負荷の
削減 
（温室効果ｶﾞｽの削減・吸収） 
・ 事業者のISO14001認証/運用な
らびに、環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの導入
による環境負荷の抑止 
・ ﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ植林事業を通じた環境
負荷の抑止、削減 
・ ﾁｰﾑ・ﾏｲﾅｽ6%への参加 
・ ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進 
・ 排出権信託取引等を通じた環境負
荷削減の検討 

地球温暖化防止に向けた幅広い環
境保護の啓発活動企業としての適
時・適切な情報開示 
・ 「みどりの授業」を通じた環境保護
の啓発活動 
・ 「ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨの科学的基礎に関
する調査」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、情報誌
「TALISMAN環境ｼﾘｰｽﾞ」による各種
情報提供 
・ 環境ｾﾐﾅｰの開催 
・UNEP FI IWG、国連ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾝﾊﾟｸ
ﾄ、ｶｰﾎﾞﾝ・ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
5への参加を通じた各種情報の提供 

地球温暖化ﾘｽｸに関連する事業体への
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ提供 

・ ﾋﾞﾙ・建物の省ｴﾈ診断及び省ｴﾈ支援 

・ 自然災害ﾘｽｸ評価及び低減ｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞ 
・ 温室効果ｶﾞｽ排出量把握・低減ｺﾝｻﾙ
ﾃｨﾝｸﾞ 

投融資活動を通じた地球温暖化防
止の促進 
・ 社会的責任投資（SRI）を通じた資
産運用 
・ 環境関連ﾍﾞﾝﾁｬｰへの投融資を
通じた地球温暖化防止に繋がる事
業活動の支援 
・ SRI（投資信託）商品等を通じた投
資手段の提供の検討 

保険商品・ｻｰﾋﾞｽ 

ﾘｽｸ研究 

環境負荷削減 

環境啓発・情報提供 

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

投融資 

産学連携による地球温暖化のﾘｽｸ研究 

・ 社外学術機関（東京大学、名古屋大
学）との連携による台風ﾘｽｸ研究 

・ 台風・ﾊﾘｹｰﾝなどの損害動向予測 

ﾘｽｸ研究 

2007年11月 プレスリリース 
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共同研究実施企業 
  日本電信電話㈱ 
  ㈱三菱総合研究所 
  ㈱東京海上研究所 

共
同
研
究 

東京海上グループは、東京大学との共同研究に取り組んでいます。 

研
究
協
力 

東京大学 大気海洋研究所 気候システム研究系 

東京海上研究所 

東京海上日動火災保険 

東京海上グループ 

共同研究の内容 

・東京大学 

 産学連携による広く社会に役
立つアプリケーションの開発 

・東京海上グループ 

 地球温暖化に伴う自然災害リ
スクの変化の予測 

 その変化がもたらす影響予測 

→モンテカルロ台風モデル開発 

 

 

 
 

研
究
助
成 

２．東京海上グループの大気科学関連研究の取り組み 
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３．東京海上研究所・東京海上日動の採用について 

２．募集コース ：ａ．全国型従業員採用  ①Grow-upコース   ②Specコース 
         ｂ．地域型従業員採用  ①Grow-upコース   ②Specコース 
 
３．全国型従業員 Specコース ：一部の職種について高度な専門性を有する方を採用。 

「アクチュアリー・金融工学」  
 ◆2011年3月に4年制大学卒業見込みの方、大学院修士課程または博士課

程修了見込みの方で、保険数理業務の基礎となる能力または金融工学の
専門性を有する方（国籍不問） 

「資産運用」 
 ◆2011年3月に4年制大学卒業見込みの方、または大学院修士課程修了見

込みの方（国籍不問） 
「ＩＴ戦略」 
 ◆2011年3月に4年制大学卒業見込みの方、または大学院修士課程修了見

込みの方（国籍不問） 

１．採用について：東京海上研究所では従業員の採用は行っていない。 
         東京海上日動が従業員を採用。本人の希望・適性を踏まえて、各部門（東

京海上研究所を含む）への配属を決定。 

⇒2011年度Specコースの応募受付は終了。 

（以下、東京海上日動の採用について） 
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３．東京海上研究所・東京海上日動の採用について 
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４．大気科学の若手研究者の方へ 
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１．大気科学の分野で世界をリード 
 
２．気象災害、保険・リスクマネジメント分野への

研究領域、関心領域の拡大 
 
３．産学連携による広く社会に役立つアプリケー

ションの開発 
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ご清聴ありがとうございました。 


